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論文③

特集

はじめに

　最近、SDGsバッジを身につけているビジネスパーソ
ンを見かけることが珍しくなくなった（図 1）。世界的にみ
ても、わが国はSDGsバッジが最も普及している国の一
つであるとされる。
　SDGsとは何か、SDGsを企業経営に取り入れるに
はどうしたらよいか等の議論はいまだに盛んだが、
SDGsへの取組みを具体化し成果を上げつつある企業
も生まれはじめている。本稿では、SDGsへの取組み
の成功例を紹介しつつ、SDGsへの取組みのポイントを
紹介する。

1．実行段階に入りつつあるSDGs

　SDGsとはSustainable Development Goals（持

続可能な開発目標）の略語で、2015 年 9 月の国連サミット

で採択された 2030 年を期限とする、先進国を含む国
際社会全体の 17 の開発目標のことである（図 2）。
　経済・社会・環境が抱える課題を包括的に解決する
ことを目指しているため、その内容は広範多岐にわたっ
ている。このため、SDGsを経営に取入れていくために、
自社の活動がSDGsの 17 の目標にどのように結びつく
のかを整理するマッピング作業から活動をスタートする企
業も多かった。ただ、SDGsが採択されて 4 年以上が
経過した現在では、マッピング作業から一歩踏み出し、
具体的に先進的な取組みを行う企業が増加しつつあ
る。まず、大手企業からみていこう。
　例えば、キリンホールディングス㈱は、高齢化に伴う
生産者の減少に加え、温暖化の影響を受けて生産量
が激減するという課題に直面しているビール原料である

「国産ホップ」の生産量を維持・拡大し、ホップ産地の
活性化にも貢献するため、「国産ホップの全量買取り」、

「国産ホップを利用したクラフトビールの生産と販売店舗
の整備」等の活動を推進している。
　また、コニカミノルタ㈱は、「超高齢化社会を迎える
日本での介護スタッフ不足ならびに介護業務の負荷」を
主要な課題として捉え、その解決に役立つICTも含め
たソリューションの開発を行っている。これらの活動は、
社会課題等をビジネスチャンスとして捉え、企業の本業
としてビジネスによって課題解決を図ろうとする活動であ
る。ビジネスの手法で社会課題や環境課題の解決を図
る活動はソーシャルビジネスそのものであり、SDGsの
考え方は企業活動のソーシャルビジネス化を促進してい
るのである。
　ところで、SDGsについての日本企業の取組み実態を
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SDGs時代における企業の変革③

　SDGsが採択されて4年以上が経過し、SDGsへの取組みを具体化し成果を生み出している企
業も増加しつつある。成功した企業では、社会課題や環境課題をビジネスチャンスとして捉え、企
業の本業としてビジネスによって課題解決を図ろうとしている。SDGsへの取組みは企業活動のソー
シャルビジネス化を促進しており、中小企業やベンチャー企業は企業そのものがSDGsの担い手で
ある。今後は、ビジネス生態系を視野に入れた戦略的連携が重要になるだろう。また、SDGsへ
の取組みは、人材獲得の面からも重要である。

図1／SDGsバッジ
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とりまとめた「主流化に向かうSDGsとビジネス～日本に
おける企業・団体の取組み現場から～」1）では、企業（主

として売上高 1,000 億円以上の大企業）においてCSR担当や経
営層のSDGs認知度が年々向上していることが示されて
いる（表 1）。企業、特に大企業においてSDGsの考え
方を踏まえた具体的な活動が活発化し始めている背景
には、SDGs認知度、特に経営層の認知度向上の影
響があるものと思われる。経営層のSDGs認知度が向
上した結果、まず、社内にSDGs推進部署を設置し、
同部署を中心にSDGs活動を推進していこうという企業
も増えている。また、経営層の認知度向上の背景には、
ESG投資の活発化という金融面からの圧力がある。

2．中小企業におけるSDGsへの取組み

　続いて、中小企業やベンチャー企業の取組み状況を
みていこう。

　例えば、福岡県北九州市の楽しい㈱。食品残
ざ ん さ

渣を
堆肥化するリサイクル事業を展開している同社は、マ
レーシアの首都クアルンプールから北へ約 150kmにあ
る高原リゾート地のキャメロンハイランド市において、リサ
イクル事業を展開している。具体的には、野菜残渣1. 8t
と生ごみ 0. 2tの合計日量 2tの廃棄物を処理するため、
処理能力 1tの食品残渣の発酵分解装置（コンポストマシン）

2 台をキャメロンハイランドの堆肥化センターに設置したと
される。キャメロンハイランド市は、標高 1,500mを超え、
年間の平均気温が 22℃前後と涼しく、レタスなど葉物
野菜や紅茶の一大生産地であり、日本向けのキクの花
なども栽培している。過去に廃棄物焼却炉を設置した
が、処理対象となる野菜残渣と生ごみの水分が多過ぎ、
うまく機能しなかったため、楽しい㈱の技術に注目が集
まった。
　同社の技術の特徴は、アサヒカルピスウェルネス（東京・

渋谷）の「枯草菌C-3102 株」を堆肥化のために活用し

図2／SDGs17の目標

2015 年 2016 年 2017 年 2018 年

主にCSR担当に定着している 61％ 84％ 86％ 84％

経営陣に定着している 20％ 28％ 36％ 59％

中間管理職に定着している 4％ 5％ 9％ 18％

従業員にも定着している＊＊ ― ― 8％ 17％

関連会社などステークホルダーにも定着している＊ ― 3％ 2％ 4％

わからない 15％ 12％ 7％ 3％

表1／企業におけるSDGs認知度 1）
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ている点にある。同社の活動は、SDGsの 11 番目の目
標である「住み続けられるまちづくりを」に応えるもので
ある。
　また、電力制度改革が進んでいるわが国では、これ
まで域外流出していた電力料金を地域内で循環させる
ため、自治体が関与する形で地域エネルギー会社（地

域の電気小売会社）を設立し、電気小売から得られる収益
で人口減と老朽化に悩む地域のインフラ等を支えていく
活動が活発化している。この活動はエネルギービジネス
による収益源を確保した上で、同収益を持続可能な地
域づくりに活用するもので、日本版シュタットベルケとして
知られている。この活動もSDGsの 11 番目の目標であ
る「住み続けられるまちづくりを」に応えるものである。
　このように、大企業ほどではないにせよ、中小企業や
ベンチャー企業においてもSDGsへの先進的な取組み
は既に始まっている。その特徴は、大企業のように自社
の活動とSDGsの 17 の目標とのマッピングを行う必要は
なく、また、社内に新たな部署を設置する等のことは行
わず、自社の有するコア技術やシステム、人員等をその
まま生かし、ビジネスとして国内外の社会課題や環境課
題の解決を図っている点にある。企業そのものがSDGs
の担い手ともいえる状況にある。

　3．ビジネスエコシステム（生態系）を考慮して
自社のポジショニングを考える

　SDGsへの取組みは大企業の活動をソーシャルビジ
ネスに近づけ、中小企業やベンチャー企業はソーシャル
ビジネスそのものの担い手として活躍できる可能性が広
がっている。結果、SDGsに取り組む大企業と中小企
業やベンチャー企業が連携する可能性も広がっている。
　例えば、本年 6 月に設立された㈱三河の山里コミュ
ニティパワー（ MYパワー）は電気小売を行う地域エネル

ギー会社であり、電気小売から得られる収益を地域課
題の解決のために利用していく（図 3）。MYパワーが小
売を行う電力は、将来的には地産地消を目指し地域内
電力を利用することを視野に入れているものの、当面は
中部電力から仕入れる予定であるとされる。中部電力
にとってMYパワーは顧客を奪うライバルであるにもかか
わらず、卸のような形で電力を供給するのみならず、実
証事業も連携して実施していくという。
　大企業の中には上場している企業も多く、株価の維
持・向上のためには一定の収益を確保していく必要が
ある。他方、地域エネルギー会社等は持続可能な地
域づくりが第一の目標であり、経済的な持続可能性を
確保するため黒字を確保する必要はあるが、ROEや
株価の最大化を目指さない点に特徴がある。従って、
大企業が地域エネルギー会社そのものになることは現実
的には難しいだろう。市場原理の中で競争していかなく
てはならない大企業等と地域のための企業等は、その
目指すところが異なっているからこそ、それぞれの役割
を果たしつつ、SDGsという枠組みの中で戦略的に連
携していくことも可能である。
　SDGsへの取組みを考える企業においては、今後、
ビジネスエコシステムを理解して自社のポジショニングを
検討し、適切な企業間連携を図っていくことが重要にな
ろう。ちなみにSDGsの目標 17 は「パートナーシップで
目標を達成しよう」である。

おわりに

　最後に、SDGsへの取組みは企業にとっての人材獲
得戦略であることを指摘したい。大企業においても中小
企業やベンチャー企業においても、優秀な人材の獲得
は企業経営にとっての最重要事項である。
　今後、企業活動の中心を担っていくミレニアル世代（平

図3／三河の山里コミュニティパワー（MYパワー）3）
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成初期に生まれた世代）は社会課題を解決したいというモチ
ベーションが高く、「企業が達成すべきこと」として、「地
域社会の改善」や「環境の改善や保護」等を重要と考
えていることが知られている。SDGsへの取組みが、人
材の獲得、社内における定着等の面から企業競争力
を左右する時代は、そう遠くないのかもしれない。
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